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概要
QoL の測定方法に関する三つの分類から主観的幸
福感とケイパビリティを中心に先行研究を概観し、
Kahnemanの瞬間効用をケイパビリティに類似する可
能性価値に置き換える提案をする。アクションとその
効果による幸福感をアンケートによって定量するた
め、二段階のアンケートスキームを提唱する。またそ
の結果の解釈について分類する。
キーワード：Wellbeing, アンケート
1. はじめに
Wellbeingとは、身体的・精神的・社会的に良好な状態
を指す言葉である。この単語が特別な意味をもって最
初に用いられたのは 1946 年の世界保健機関 (WHO)

憲章草案である [16]。現在、日本から提案中の ISO

25554 –Ageing Societies– Guidelines for Promoting

wellbeing in Local Communities and Organizations[1]

では、wellbeingを Healthy ageingにむけて促進する
対象としている。しかし、wellbeing が具体的に何を
もって良好な状態とするのかを定義し測定する方法
は、長い研究の歴史があるにもかかわらず、いまだ議
論の途上にある。本報告では規格上の議論を発展させ
るために、特に wellbeingの中で精神的な面について、
アンケートを用いて測定・評価・比較可能とするため
の一つの枠組みを提案する。特に本報告ではまず高
齢者についての特別の事情を除き、精神的な意味での
wellbeing が何であるかを一般的に考察・定義し、そ
れをアンケートに反映させる手段を示す。以下では、
まず本節において、いくつかの関連研究についてコメ
ントし、次節で測定・評価・比較可能な方法を示す。
本報告において実在の個人から得られたデータは用い
ない。
Wellbeingに関係が深いだろうQoL(Quality of Life)

の測定方法についてスティグリッツ報告書 [19]は、主
観的幸福感 (subjective well-being)、ケイパビリティ

(capabilities)、公正配分 (fair allocations)の三分類を
示している。これが wellbeing にも援用できるとし、
以下にその概略を述べる。

• 主観的幸福感 (SWB) は心理学の分野において
主流の研究前提として確立している。Wellbeing

は 1960年代から Happinessの代替として心理学
の研究に適用されはじめた [21] が、Sumner[20]

が、wellbeing が客観的になり得ず主観的なもの
であると指摘し、その重要な尺度として主観的幸
福感を提示した。調査指標としては SRLS(Self-

reported life satisfaction)[15] がよく使われる。
Kahnemanは経済学に受け入れられる SWBの改
良を求め、様々な測定方法の改良によって SWB

から状況バイアスを除き、客観的な幸福感 (Ob-

jective wellbeing) に近づける方法論を考察した。
Kahneman は特にベンサムの経験効用概念（ex-

perienced utility）に立ち返り、経済学上の意思決
定効用と分離した上で経験効用を「記憶された効
用」と「瞬間効用」に分類し、客観的な幸福感を
瞬間効用の積分値として定義 [9, 10, 11]した。そ
してこれを経験サンプリング [4]や一日再構築法
(DMR)[13]によって測定することを提案した。こ
れらの方法は現在でも改良が続けられ、心理学の
分野において広く使われている。

• ケイパビリティ（潜在能力）は Senによって提唱
された概念 [3] であり、人の幸福は、保有する経
済的資源よりも、能力や可能性の大きな場合に大
きいという考え方に基づいている。Senは経済学
の文脈において、すなわち財による能力や可能性
についてケイパビリティを定義したが、その思想
的源流は Aristotelēsの幸福論 [17]や Ruskinの論
考 [18]に遡る。

• 最後に公正配分は GDPに代表されるマクロ経済
上の統計をもとにしたアプローチである。

これらは広く普及し、用いられている方法論であ

2022年度日本認知科学会第39回大会 P1-006

208



るが、欠点もある。例えば公正配分の論理に対して
は Easterlinのパラドクスが有名である。Easterlinは
所得の高い国と低い国と幸福度の関係には相関は見
られないこと、一人当たりの所得が大きく増加して
も SWBにほとんど変化がなかったということを指摘
した [5]。この理由として Freyらによる快楽適応仮説
（adaptation theory）[8]や Hedonic setpoint（快楽基
準点）[2]の存在が指摘されている。所得増加によって
主観的幸福感が頭打ちになるという報告から、人々が
もっているだろう幸福度がおそらく遺伝的に決まり、
個々の体験は SWBに大域的な影響を与えないとする
指摘である。このため GDPを始めとするマクロ的な
経済指標は個人の SWBを表現するためにはふさわし
くない可能性がある。なお Hedonic setpointが存在す
るならば、幸福感を増加させるための試みは概ね無
意味となる。そこで幸福感を定量する一つの試みとし
て Kahneman は U-index という不幸の指標 [12] を提
示している。これは、ある人が不幸である時間の比率
であり、快楽適応仮説における生活満足度よりも経験
した幸福感との相関性のほうが高いことが示されてい
る。また、快楽適応仮説のように幸福感を単一のスカ
ラー量ではなくベクトル量として捉える試みも多い。
2. 測定と評価の方法
Senによるケイパビリティはあくまで経済的財をも
とにした論であるが、財を環境に一般化した上で瞬間
効用を使った wellbeingに結びつけることを考えたい。
瞬間効用の実際的な意味は「その人がその瞬間に経
験していることを継続したいと思う程度」であると
される [7]。実験手法の高度化により環境要因を排除
し「継続したいと思う程度」が完全に得られると仮定
しても、回答者の未来に関する認識は排除し得ない。
「継続したいと思う程度」の基準は「その瞬間に経験
していることが継続されない状態」であり、それは確
定した過去ではなく、未知の未来においてのみ想定さ
れうることだからである。実際 Kahneman は過去の
記憶に起因する測定バイアスを排除するために瞬間効
用を導入したのであり、未来についての評価を排除す
る効果はない。
ここで重要な着眼は、通常アンケートをもとにし
た wellbeingに関する多くの研究は、回答者の現状認
識として wellbeingを規定しているが、そこで測定さ
れる wellbeingは回答者の未来に対する絶望感に他な
らない点である。現状が継続してほしい状態である
と自認することは、過去に対してはポジティブである
が、将来に対しては、それが現状よりも悪くなると想

定していることに等しい。従って、極端な例として、
回答者の未来をより絶望的に認識させるような介入
を行えば、現状が継続してほしいとする程度に基づ
く wellbeingは高い値となるはずである。もちろんこ
のことは直観に反する。一般的に未来に対する絶望
感は幸福を意味しない。そこで、何らかの関数を時間
積分するという Kahneman のアイデアのもとで、被
積分関数をケイパビリティに対応する量に代えること
を考える。端的には「良くなると期待している状態」
が wellbeingそのものであるとするのである。この定
義における最も大きな貢献は、無気力的状態にある
ことを wellbeingであることから自然に峻別すること
である。また株価や先物価格などの経済指標を無理な
く個人の wellbeingに連動させる。ここでアクション
についての扱いに留意すべきである。状態としての
wellbeingは通常アクションを明示的に誘導しないが、
未来への期待をもとにすると回答者は何かアクション
をとる可能性が高い。そして直観的にはアクションを
伴って得られる結果は、アクションを伴わないで得ら
れる結果よりも親近感が高く、より大きな wellbeing

を得られると思われる。
本報告では価値とアクション（能動的な行動または
選択）に関する二つの前提を立てる。第一にケイパビ
リティを個人の行動に落とし込むための「可能性価値
説」である。これは人間が現状認識より、今後未来に
どうなるかのほうにより大きな価値をもってアクショ
ンを行うという仮説である。現状認識において精神的
な wellbeingが達成されていなくてもアクションの結
果達成される可能性が高いのならばアクションを起こ
すことを意味する。ここでいう「未来」とは単に現時
点より先の時点を示すのみであり、必ずしも遠い将来
を意味しない。例えば高齢者などで遠い将来に期待が
持てない場合があるとしても、数分後や翌日の状態で
も、それは一つの未来であり、そうした未来のために
何かしらの日常的な小さなアクションを行うことで状
況の改善が期待されるなら、それが効用を与え、幸福
感となるだろう。第二に wellbeing が達成されるため
にはアクションが必要、あるいは望ましいという仮説
である。自分にとって好ましい状況であっても、自分
の意志と関係なく存在する状況に大きな価値は見出さ
ず、自分が能動的にアクションした結果によって好ま
しい状況になることに大きな価値がある。
この二つの仮定を組み合わせることで、wellbeing

が達成された状態を、アクションによって自身の状況
が現状よりも良くなる可能性があると（主観的に）考
えられる状態にあることと定義する。この定義によれ
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ば無気力な状態は wellbeingではない。なぜなら無気
力ではアクションをしないため、定義から wellbeing

になりえないからである。精神的な wellbeingを考察
するために、wellbeing が達成されていない状況（不
幸）に目を向けよう。定義から直ちに不幸の三分類
が得られる。第一に、現状を良くする選択肢自体が
客観的に見ても少ない場合である。社会的な制約が
wellbeing を妨げている場合が相当する。第二に現状
を良くする選択肢は客観的に存在するが回答者がそれ
を発見できていない状態である。第三に能動的な選択
または努力をしても回答者自身の状況が現状よりも良
くなる可能性が（客観的に見て）少ない場合である。
wellbeing はこれらが解消されることによって達成さ
れる。これらはケイパビリティの概念にマッチする。
この定義における主要なポイントは wellbeing が、
回答者がとりうる選択肢に依る点である。すなわち設
定された環境に基づく選択肢を基準とし、着目する個
人のとりうる選択肢と比較することで wellbeingの達
成が評価されよう。これを理想化されたアンケートに
よって得るためには、基準の設定と個人の評価の二段
階が必要である。まず基準を設定するために、母集団
を適切に反映した十分な数の個人に対して十分な項目
数のアンケートを取ることができ、各個人はアンケー
トに誠実に答え、個人の内面が十分にアンケート結果
に反映されると仮定する。実際のアンケート結果に対
しては理想的な状況からの差がどの程度であるかを、
別途評価する必要がある。
その上で、次の方法によって幸福の基準を構成する。
まず、設問者が何らかの客観的な状況を設定する。状
況は回答者が更問しなくても良い程度に詳述し、十分
にたくさんの回答者に対して等しく状況を共有する。
次に設定状況に各回答者が自己を仮置したとき、現状
より自己の状態が良くなると思う可能なアクションを
できるだけ多く、かつそれぞれのアクションに実数値
の価値を振って回答してもらう。アクションと価値の
統計を標準化（Z-Score Normalization）し、有限個に
分類して加算する（すなわち個人のもつ幸福量は等し
いと前提する）。最後に価値の大きさの順に整列する。
こうして得られたアクションの分布が wellbeing基準
となる。これは社会全体がよくなると思われる可能な
有限個のアクションとその期待価値を示している。重
要なことは、回答者個人の現状に強く依存する状況で
はなく、仮置きした設定においてアンケートを行う点
である。こうして客体化された自己に揃えて基準を構
成する。精神的な wellbeingを評価したい対象の個人
（回答者）に、同様のアンケートを行って分布を構成

し、Kullback-Leibler divergence[14] や二乗誤差など
で基準との定量比較を行い、精神的な wellbeingを量
的に比較可能とする。
3. 議論
回答者から得た分布と基準との差が大きくても、そ
れは直ちに回答者の wellbeingが低いことを意味しな
い。基準となる分布の減衰が大きな場合は社会的な
選択肢が少ないことを意味する。これは環境がそもそ
も wellbeing から遠く、社会的な指標の改善が望まれ
る場合である。一方、基準と分布の形状が似ていて回
答者から得た分布の減衰が大きな場合、回答者個人は
社会的な価値観に合致しつつも wellbeingが達成され
ていないと考えられるため、金銭的補償や自由時間等
によるケアで高い wellbeingを達成できる可能性があ
る。最後に基準と分布の形状が似ていない場合は、回
答者が独自性の強い価値観を持つ可能性が高いため、
個性を伸ばすケアをすべきである。
本報告は思弁的であり、多くの課題が残っている。

「未来に対する期待は wellbeing の一つの構成要素で
はあるが wellbeingそのものを代替できない」という
指摘への対応は今後の課題である。例えば瞬間効用の
区間積分をケイパビリティに対応する量で置き換える
のではなく、ケイパビリティに対応する量を付加して
積分するという方法は合理的である。また生理的実験
の結果や「sense of coherence」(SOC)尺度 [6]で測定
されてきた内容との対応も今後の課題である。
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